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Ａ．目的
　薬物依存の相談機関である薬物依存症リハビリ施設
（長野ダルク）、保健所、精神保健福祉センターにおけ
る薬物依存症に関する相談内容と対応について実態を調
査・分析するとともに、相談機関の役割を明確化し、長
野ダルク等自助団体と共同した薬物依存症者の社会復帰
の支援及び家族への支援体制の充実強化を図り、薬物依
存症者の回復につなげる。

Ｂ．方法
①調査対象機関
　長野ダルク（以下ダルク）、保健所１１箇所（県及び長
野市）、精神保健福祉センター
②回収期間
　平成２１年１２月から平成２２年１月
③調査方法
　平成１８年４月から平成２１年９月末までに対象機関が初
回相談対応した全事例に関して、１ケースごとに相談票
を作成の上、内容についてエクセルシートに入力し、電
子メールにより調査した。なお、保健所については、精
神保健福祉相談の伴うもののみ対象とし、精神保健福祉
法に関する申請・通報（２３条、２４条、２６条）による調査
のみの対応事例は集計から除いた。
④調査内容
　相談者の実態を把握するために「相談の種類」、「対応
職員」、「初回相談内容」、「薬物に関する状況」、「生活背
景」、「転帰」等１１項目とした。なお倫理面への配慮とし
て、相談者本人の特定につながらないよう、個人に関す
る情報は収集しないこととした。

Ｃ．結果
①相談の状況
ᾇ相談の種類と対応職員
　ダルクが最も多く相談を受けていた。（表１）保健所
では、医師、保健師、薬剤師が対応し、精神保健福祉セ
ンターでは、心理士、ケースワーカー、保健師等が対応
していた。

ᾈ相談者と当事者の関係
　親族からの相談、特に「親」が多かった。（表２）「関
係者」の内訳は、保健所は警察、ダルクは医療機関が多
かった。

ᾉ当事者の性別及び年齢、職業
　７４．０%が男性で、年齢は２０歳代が３４．０%と最も多く、
次いで３０歳代３２．５%、４０歳代１１．９%で、若い世代が多く
占めた。また、５０．７%が「無職」であった。
ᾊ初回相談の主訴
　「薬をやめたい」、「治療希望」が多かった。ダルクに
は「入寮希望」、保健所は「自傷他害迷惑行為」、精神保
健福祉センターは「情報希望」の相談があった。（表３）
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表１　相談受付総件数、種別

表２　相談者と当事者の関係



71No. 1, 2010

②薬物に関する状況
　現在使用している薬物は、覚せい剤が特にダルクで多
く、向精神薬の使用も各機関で多かった。（図１）　使用
の段階では、ダルクは連続使用状態の相談、保健所では、
離脱・精神病症状に関する相談が多かった。

　初めて使用した薬物は、現在使用している薬物と異な
り、有機溶剤が多く見られた。（図２）
　薬物の使用開始年齢は、有機溶剤は２０歳までが多く、
覚せい剤は１０歳代後半～４０歳代まで幅広い年代に亘って
いた。

③相談後の対応
　ダルクは６８．２%が相談継続していた。紹介先として
全機関で精神科医療機関が最も多く、治療希望や、離
脱・精神病症状治療を目的として紹介されていた。

Ｄ．考察
①長野ダルク

　様々な薬物、相談者、主訴をもつ相談を数多く受け付
け、その約７割を相談継続していた。特に覚せい剤に関
する相談の割合が高く、地域において覚せい剤に関する
第一線の相談機関となっていた。
②保健所
　精神保健相談や、保健師による面接・訪問等を組み合
わせて対応していた。自傷・他害・迷惑行為を主訴とす
る相談を多く受付け、警察や精神科医療機関との連携が
見られた。相談件数が少ない中で危機介入が求められる
ため、相談対応者のスキルアップが課題である。
③精神保健福祉センター
　広域的機関であることから、匿名性の高い相談が寄せ
られていた。専門医療機関や福祉制度等の情報を求める
相談が多く、ニーズに対応できるよう情報把握が要求さ
れる。

Ｅ．まとめ
　今回の実態調査により、県内の薬物依存症相談の実態
と、相談機関の役割が明らかになった。
　今後は、相談対応に役立つガイドブックの作成に向け、
相談対応事例の中から協力が得られた「回復に向かう事
例」に対して、詳細な個別調査を実施し、有効な個別支
援のモデル化や連携による支援のフローチャート作成を
計画している。また、家族への情報提供と、薬物依存症
の理解を深めるための家族向けリーフレットを作成し、
家族の相談を促す契機としたい。
　さらに、相談業務に関わる職員の相談対応のスキル
アップを図るための研修会を開催し、関係機関が連携し
た地域における薬物依存症回復支援を推進したい。
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